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第 1章 環境影響評価方法書の公告及び縦覧 

1. 環境影響評価方法書の公告及び縦覧

「環境影響評価法」第 7 条の規定に基づき、当社は環境の保全の見地からの意見を求める

ため、環境影響評価方法書（以下「方法書」という。）を作成した旨及びその他事項を公告し、

方法書及びその要約書を公告の日から起算して 1 か月間縦覧に供するとともに、インターネ

ット利用により公表した。 

(1) 公告の日

平成 30年 6 月 29日（金）

(2) 公告の方法

①日刊新聞紙による公告（別紙 1参照）

下記日刊紙に「公告」を掲載した。

・平成 30年 6月 29日（金）付 東奥日報

※平成 30 年 7 月 10 日（火）、11 日（水）、12 日（木）及び 13 日（金）に開催す

る説明会についての公告を含む 

②地方公共団体の公報、広報誌によるお知らせ

下記広報誌に「お知らせ」を掲載した。

・広報なかどまり 平成 30年 6月号（No.159）（別紙 2-1参照）

・広報ごしょがわら 平成 30年 7月号（No.267）（別紙 2-2参照）

・広報つがる 平成 30年 6月（No.198）（別紙 2-3参照）

・広報あじがさわ 平成 30年 7月号（No.566）（別紙 2-4参照）

・広報ふかうら（お知らせ版） 平成 30年 6月 29日発行（No.318）（別紙 2-5参照） 

③インターネットによるお知らせ

下記のウェブサイトに「お知らせ」を掲載した。

・日本風力開発株式会社 ウェブサイト（別紙 3-1参照）

http://www.jwd.co.jp/tsugarunishi

また、以下のウェブサイトに情報が掲載された。 

・青森県のウェブサイト（別紙 3-2参照）

https://www.pref.aomori.lg.jp/nature/kankyo/assess_tsugarunisiyouzyou_windfarm.html
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(3) 縦覧場所 

関係自治体庁舎の計 8 箇所において縦覧を行った。また、インターネットの利用によ

り縦覧を行った。 

①関係自治体庁舎での縦覧 

・中泊町役場 本庁舎（総合戦略課） 

（住所：青森県北津軽郡中泊町大字中里字紅葉坂 209番地） 

・中泊町 小泊支所 

（住所：青森県北津軽郡中泊町大字小泊字小泊 488番地） 

・五所川原市役所 本庁舎（環境対策課） 

（住所：青森県五所川原市字布屋町 41番地 1） 

・五所川原市 市浦総合支所 

（住所：青森県五所川原市相内 349番地 1） 

・つがる市役所 本庁舎（企画調整課） 

（住所：青森県つがる市木造若緑 61番地 1） 

・つがる市 車力出張所 

（住所：青森県つがる市車力町花林 65） 

・鰺ヶ沢町役場（政策推進課） 

（住所：青森県西津軽郡鰺ヶ沢町大字本町 209番地 2） 

・深浦町役場 本庁舎（総合戦略課） 

（住所：青森県西津軽郡深浦町大字深浦字苗代沢 84-2） 

②インターネットの利用による縦覧 

・日本風力開発株式会社 ウェブサイト 

http://www.jwd.co.jp/tsugarunishi 

 

(4) 縦覧期間 

・縦覧期間：平成 30年 6月 29日（金）から 7月 30日（月）まで 

（土・日曜日、祝日を除く。） 

・縦覧時間：各庁舎の開庁時間内 

 

なお、インターネットの利用による縦覧については、上記の期間、終日アクセス可能

な状態とした。 

 

(5) 縦覧者数 

縦覧者数（意見書箱への投函及び意見書の郵送）は 3名であった。 

（内訳） 鰺ヶ沢町役場：1名 

 意見書の郵送：2名 
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2. 環境影響評価方法書についての説明会の開催 

「環境影響評価法」第 7 条の 2 の規定に基づき、方法書の記載事項を周知するための説明

会を開催した。 

 

(1) 公告の日及び公告方法 

説明会の開催公告は、環境影響評価方法書の縦覧等に関する公告と同時に行った。 

（別紙 1、別紙 2、別紙 3参照） 

(2) 開催日時、開催場所及び来場者数 

説明会の開催日時、開催場所及び来場者数は以下のとおりである。 

１． 開催日時：平成 30年 7月 10日（火） 19:00～ 

 開催場所：南広森コミュニティ消防センター 

（青森県つがる市木造吹原屏風山 1-80） 

来場者数：2名 

 

２． 開催日時：平成 30年 7月 11日（水） 15:00～ 

 開催場所：市浦コミュニティセンター 

（青森県五所川原市相内岩井 81-384） 

来場者数：3名 

 

３． 開催日時：平成 30年 7月 11日（水） 19:00～ 

 開催場所：牛潟公民館 

（青森県つがる市牛潟町鷲野沢 29-789） 

来場者数：1名 

 

４． 開催日時：平成 30年 7月 12日（木） 15:00～ 

 開催場所：深浦町農村環境改善センター 北金ヶ沢会館 

（青森県西津軽郡深浦町大字北金ヶ沢字塩見形 406-1） 

来場者数：1名 

 

５． 開催日時：平成 30年 7月 12日（木） 19:00～ 

 開催場所：鰺ヶ沢中央公民館 

（青森県西津軽郡鰺ヶ沢町大字本町 209-2） 

来場者数：3名 

 

６． 開催日時：平成 30年 7月 13日（金） 10:30～ 

 開催場所：すくすくこどまり館 

（青森県北津軽郡中泊町大字小泊字小泊 532） 

来場者数：1名 
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７． 開催日時：平成 30年 7月 13日（金） 15:00～ 

 開催場所：すくすくしたまえ館 

（青森県北津軽郡中泊町大字小泊字下前 207-2） 

来場者数：0名 
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3. 環境影響評価方法書についての意見の把握 

「環境影響評価法」第 8 条の規定に基づき、環境の保全の見地から意見を有する者の意見

の提出を受け付けた。 

 

(1) 意見書の提出期間 

平成 30年 6 月 29日（金）から 8月 13日（月）まで 

（郵送の受付は当日消印まで有効とした。） 

 

(2) 意見書の提出方法 

環境の保全の見地からの意見について、以下の方法により受け付けた。 

①縦覧場所に設置した意見書箱への投函（別紙 4参照） 

②事業者への書面の郵送 

 

(3) 意見書の提出状況 

3名の方から合計で 30件の意見が提出された。 
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第2章 環境影響評価方法書に対する環境の保全の見地からの提出意見の概要と事業

者の見解 

 

「環境影響評価法」第 8 条及び第 9 条に基づく、方法書について提出された環境の保全の見地

からの意見の概要及びこれに対する事業者の見解は、次のとおりである。 

 

第 2-1 表 環境影響評価方法書について提出された意見と事業者の見解 

（意見書 1） 

No. 意見 事業者の見解 

1 津軽半島は渡り鳥の要所で、これに直結する本事業
予定地は沿岸、陸上、洋上で多くの野鳥の移動が多
い場所であるから、年間を通した複数回の実態調査
を行い、十分情報を蓄積してから影響評価を行うこ
と。 

また、十三湖周辺、屏風山地域、鰺ヶ沢町から深浦
町までの日本海沿岸部での風力発電事業が多数あ
るので、これら他の風力発電事業で生じる野鳥への
影響、渡りルートの変化等も調査・考慮して総合的
な影響評価をすることをお願いします。 

渡り鳥に関しては年複数回、渡り鳥の移動時
期に調査を行ったうえで環境影響評価を行い
ます。また、他事業との累積的な影響について
も、他事業の計画を踏まえて検討を行います。 

2 屏風山地域は地形の特徴を表している典型地形と

して、七里長浜（砂丘）、ベンセ池・大滝沼（低層

湿原）、屏風山（噴砂現象）、屏風山砂丘（砂丘・風

紋）が存在し、日本の地形レッドデータブック第 1

集で屏風山砂丘は保存すべき地形に選定されてい

る。 

事業予定の沿岸部には日本の地形で保存すべき地

形に選定された七里長浜、屏風山地域があり、縄文

遺跡やかつて栄えた北前船の寄港地である鰺ヶ沢

港や十三湊がある。 

景観を評価するのに日本の保存すべき地形や縄文

遺跡、北前船の航路・寄港地など歴史的文化遺産の

あった原風景を保全する見地からの評価・検討も加

えてください。 

歴史的文化的な観点からの景観の保全の見
地については、関係自治体及び県の景観に係る
計画を確認致します。 

今後の現地調査において、当該地の文化的な
背景や上記の景観に係る計画を確認し、その結
果を踏まえて、周囲に存在する主要な眺望点か
らの主要な眺望景観の変化の程度を評価致し
ます。 
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（意見書 2） 

No. 意見 事業者の見解 

3 本方法書におけるコウモリ類の調査手法の具体的な
内容について、専門家へのヒアリングを行わなかっ
た理由を述べること。 

配慮書時のヒアリングで調査手法について意
見を得られたことから、方法書においては実施し
ないことと致しました。今後の調査結果を踏ま
え、予測評価の際にはヒアリングを実施予定で
す。 

4 p18 によれば貴社の事業実施想定区域は「（仮称）青

森西北沖洋上風力発電事業」および「（仮称）つがる

洋上風力発電事業」と同一の海域となっている。一

方で、環境省が平成 30年 3月に発刊した「風力発電

に係る地方公共団体によるゾーニングマニュアル」

では陸上風力発電所に係る配慮書の特徴的な例（p2）

として、「北海道や東北において事業計画が集中する

傾向があり、同一区域に事業が重複するケースが増

加している。同一区域内における複数事業の実施は

考えにくく、環境影響が適切に予測・評価されない

おそれ、関係者の意見が適切に反映されないおそれ、

アセスの迅速化にも支障をきたすおそれがある」こ

とが危惧されており、海上においても同様な懸念が

生じるだろう。青森県および他社との事前調整は済

んでいるのか。 

現段階で青森県及び他社との事前調整は済ん
でいない状況です。 

今後、環境影響評価の手続きの過程で、弊社が
事業のために利用する海域を具体化していくこ
ととなり、必要に応じて青森県や他事業者との調
整も必要になると想定しています。 

また、各事業者が利用できる海域については、
今後制定されるであろう「海洋再生可能エネルギ
ー発電設備の整備に係る海域の利用の促進に関
する法律案」の今後の動向も踏まえて検討しま
す。 

なお、環境影響評価準備書においては、弊社が
実行可能と想定する計画を基に環境影響の予測
及び評価を行います。また、その時点において入
手可能な他事業の計画を踏まえ、累積的な影響に
ついても検討する予定です。 

5 コウモリ類の音声モニタリングの2地点（特に定点2）

は、それぞれ事業実施想定区域東端からどれほど離

れているのか。p340 の図からでは、事業実施想定区

域上空を飛翔するコウモリ類の音声を記録すること

はできないと考える。どのような結果を得るために

地点の選考を行ったか理由を示すこと。 

調査地点から対象事業実施区域までは約 1km

離れております。 

調査機器を風況観測搭等に設置することによ
り、対象事業実施区域の周囲において、陸上（海
岸線付近）から海上または海上から陸上に向かっ
て高高度で飛翔する種の状況を把握することが
可能です。その結果、海上を高頻度で利用する種
の有無が確認できると考えております。 

6 洋上風力におけるコウモリ類の音声モニタリングに

は船上からの調査が不可欠である。停泊時でも航行

時でも構わないので、フルスペクトラム方式のバッ

トディテクターと GPS を用いて、日没から 3 時間程

度の調査を少なくとも月に 2 回以上行う必要がある

と考える。 

ご提案を踏まえ、海上における調査の実施可否
を判断した上で、調査を検討致します。 

7 方法書以降においては、コウモリ類の専門家の指導

を仰ぎ、かつコウモリ類調査の十分な経験と知識を

持った者による適切な調査、予測評価、保全措置を

おこなうこと。 

方法書以降においては、コウモリ類の専門家の

指導を仰ぎ、適切な調査、環境保全措置の検討、

予測及び評価を実施致します。 
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（意見書 3） 

No. 意見 事業者の見解 

8 ■コウモリ類について 

コウモリは夜間にたくさんの昆虫を捕食するので、
生態系の中で重要な役割を持つ動物である。また害
虫を食べるので、人間にとって、非常に役立つ益獣
である。風力発電施設では、バットストライクが多
数生じている。コウモリ類の出産は年１～２頭程度
と、繁殖力が極めて低いため、死亡率のわずかな増
加が、地域個体群へ重大な影響を与えるのは明らか
である。国内では今後さらに風車が建設される予定
であり、コウモリ類について累積的な影響が強く懸
念される。これ以上風車で益獣のコウモリを殺さな
いでほしい。 

国内においてコウモリ類の衝突実態は不明
な点も多く、環境保全措置についても検討され
始めた段階です。御指摘を踏まえ、今後も最新
の知見を収集し、環境保全措置を検討致しま
す。 

9 ■コウモリ類について 

事業者は重要種以外のコウモリについて影響予測

や保全をしないようだが、「重要種以外のコウモリ

は死んでも構わない」と思っているのか？日本の法

律ではコウモリを殺すことは禁じられているはず

だが、本事業者は「重要種以外のコウモリ」につい

て、保全措置をとらずに殺すつもりか？ 

現地調査を実施し、コウモリ類の生息状況に
ついて把握致します。その結果を踏まえて、適
切に環境影響を予測及び評価します。その過程
では、重要種に限らずコウモリ類に効果のある
環境保全措置についても併せて検討致します。 

10 ■バットストライクの予測は定量的に行うこと 

事業者が行う「音声モニタリング調査（自動録音バ

ットディテクターによる調査）」は定量調査であり、

定量的な予測手法も存在する。よってバットストラ

イクの予測は「定量的」に行い、年間の衝突頭数を

予測し、保全措置により何個体低減するつもりか、

具体的数値を示すこと。 

現時点では、定量的に年間予測衝突数を算出
するために標準化された方法は公表されてお
らず、対応は難しいと考えております。今後も
引き続き、国内における最新の科学的知見の収
集に努め、可能な限り具体的な予測になるよう
配慮して参ります。 

11 ■音声モニタリング調査の期間について 

p377「コウモリ類の音声モニタリング調査」の期間

を「夏～秋季」としているが、「春季」を実施しな

い合理的根拠を述べること。p279の有識者Ａ（大学

教授）は「コウモリの活動期を通して調査すること」

と述べており、「春季を実施しなくてよい」などの

発言をしていない。 

コウモリの調査に関しては、飛翔が活発にな
る時期（環境影響が最も大きい時期）を中心と
して設定しております。 

12 ■「バットストライクに係る予測手法」について経済

産業大臣に技術的な助言を求めること 

「既に得られている最新の科学的知見」によれば、

バットストライクに係る調査・予測手法は欧米では

確立されている技術である。しかしながら日本国内

では、ブレード回転範囲におけるコウモリ類の調査

が各地で行われながらも、「当該項目について合理

的なアドバイスを行えるコウモリ類の専門家」の絶

対数は少なく、適切な調査・予測及び評価を行えな

い事業者が散見される。事業者がヒアリングしたコ

ウモリ類の専門家について、仮に「地域のコウモリ

相について精通」していたとしても、「バットスト

ライクの予測」に関しては、必ずしも適切なアドバ

イスができるとは限らない。よって事業者は、環境

影響評価法第十一条第２項に従い、経済産業大臣に

対し、「バットストライクに係る予測手法」につい

て「技術的な助言を記載した書面」の交付を求める

こと。 

環境影響評価方法書に示した調査、予測及び

評価の手法は発電所アセス省令に示される選

定の指針等に基づき検討し、コウモリ類の専門

家の意見を踏まえ決定しています。 

これらについては、今後、審査過程で技術的

な助言等を受けることとなり、その結果に基づ

き経済産業大臣勧告が発出されます。事業者と

しては、勧告の内容を勘案し、以降の調査、予

測及び評価における対応を検討しますが、その

際、必要であると認める場合には、環境影響評

価法第 11条第 2項に従い、技術的な助言を求め

ます。 

なお、今後も、国内のコウモリ類の専門家等

へのヒアリングを行った上で、最新の知見を含

めて、調査、予測評価を実施致します。 

13 ■コウモリの音声解析について 

コウモリの周波数解析（ソナグラム）による種の同

定は、国内ではできる種とできない種がある。図鑑

などの文献にあるソナグラムはあくまで参考例で

あり、実際は地理的変異や個体差、ドップラー効果

グループ（ソナグラムの型）に分けて利用頻

度や活動時間を調査致します。 

（表は次のページに続く） 
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など声の変化する要因が多数あるため、専門家でも

音声による種の同定は慎重に行う。仮に種の同定を

誤れば、当然ながら誤った予測評価につながるだろ

う。よって、無理に種名を確定しないで、グループ

（ソナグラムの型）に分けて利用頻度や活動時間を

調査するべきである。 

14 ■「回避」と「低減」の言葉の定義について 

事業者とその委託先のコンサルタントに再度指摘

しておく。事業者らは「影響の回避」と「低減」の

言葉の定義を本当に理解しているだろうか。 

事業者らは、コウモリ類への保全措置として「ライ

トアップをしない」ことを掲げるはずだが、「ライ

トアップをしない」ことは影響の『回避』措置であ

り、『低減』措置ではない。「ライトアップしないこ

と」により「ある程度のバットストライクが『低減』

された事例」は、これまでのところ一切報告がない。 

「回避」及び「低減」については、「環境ア

セスメント技術ガイド 生物の多様性・自然と

の触れ合い」（一般社団法人 日本環境アセスメ

ント協会、平成 29 年）に記載されている以下

の内容が相当すると認識しております。 

回避：行為（環境影響要因となる事業におけ

る行為）の全体又は一部を実行しない

ことによって影響を回避する（発生さ

せない）こと。重大な影響が予測され

る環境要素から影響要因を遠ざけるこ

とによって影響を発生させないことも

回避といえる。 

低減：何らかの手段で影響要因又は影響の発

現を最小限に抑えること、又は、発現

した影響を何らかの手段で修復する措

置。 

引き続き、新たな知見を収集し、コウモリ類

に対して負荷の少ない最善の保全措置につい

て検討致します。 

15 ■回避措置（ライトアップの不使用）について 

ライトアップをしていなくてもバットストライク

は発生している。 

これについて事業者は「ライトアップをしないこと

により影響はある程度低減できると思う」などと主

張すると思うが、「ある程度は低減できると思う」

という主張は事業者の主観に過ぎない。 

当該地域において、バットストライクがどの

程度発生するかは、現在の知見では予測できな

いと考えております。引き続き新たな知見の収

集に努め、「ライトアップを実施しない」措置

も含め、順応的管理の考え方を取り入れつつ、

事後調査の結果及び専門家の意見を踏まえな

がら、必要に応じて追加的な環境保全措置を講

じることにより、コウモリ類への影響を低減致

します。 

16 ■回避措置（ライトアップの不使用）について 

ライトアップをしていなくてもバットストライク

は発生している。これは事実だ。昆虫類はライトだ

けでなくナセルから発する熱にも誘引される。また

ナセルの隙間、ブレードの回転音、タワー周辺の植

生や水たまりなどコウモリ類が誘引される要因は

様々であることが示唆されている。 

つまりライトアップは昆虫類を誘引するが、だから

といって「ライトアップをしないこと」により「コ

ウモリ類の誘引を完全に『回避』」できるわけでは

ない。完全に『回避』できないのでバットストライ

クという事象、つまり「影響」が発生している。ア

セスメントでは影響が『回避』できなければ『低減』

するのが決まりである。よって、コウモリ類につい

て影響の『低減』措置を追加する必要がある。 

ライトアップの不使用については影響の低

減をはかるための環境保全措置のひとつであ

ると考えております。この他の環境保全措置に

ついては現地調査結果や有識者の助言、最新の

国内での知見なども踏まえ、検討致します。 

陸上ではライトアップを行うこともまれに

ありますが、海上の場合、照明設備の設置場所

の問題もあり、設置は考えておりません。 

17 ■「ライトアップをしないことによりバットストライ

クを低減できる」とは書いていない 

「鳥類等に関する風力発電施設立地適正化のため

の手引」には「ライトアップをしないことによりバ

ットストライクを低減できる」とは書いていない。

同手引きの p3-110～111 には「カットイン風速をあ

げることで、衝突リスクを低下させることができ

る」と書いてある。研究で「カットインをあげるこ

と」と「低風速時のフェザリング」がバットストラ

引き続き、国内外における最新の知見や実例

を収集し、対応を検討致します。 

（表は前のページの続き） 

（表は次のページに続く） 
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イクを低減する効果があることが「すでに」判明し

ている。 

18 ■コウモリ類の保全措置について 

事業者は「環境影響を可能な限り回避・低減すべく

環境保全措置を実施する」つもりが本当にあるのだ

ろうか？既存資料によれば、『カットイン風速を限

られた期間と時間帯に高く設定し、低速時のフェザ

リングをすること（低減措置）』がコウモリの保全

措置として有効な方法であることがわかっている。

この方法は、事業者が「実施可能」かつ「適切な」、

コウモリ類への環境保全措置である。 

ご意見の内容も含め、コウモリ類の保全措置

については、効果の有無などについて知見の収

集に努め、環境保全措置を検討します。 

19 ■コウモリ類の保全措置（低減措置）について 

コウモリの保全措置として、「カットイン風速の値

を上げることと低風速時のフェザリング」が行われ

ている。事業者は、コウモリの活動期間中にカット

イン風速を少しだけあげ、さらに低風速でフェザリ

ングを行えば、バットストライクの発生を抑えられ

ることを認識しているのか？ 

20 ■コウモリ類の保全措置を先延ばしにしないこと 

上記について事業者は、「国内におけるコウモリの

保全事例数が少ないので、（カットイン風速の値を

上げることフェザリングの）保全措置は実施しない

（事後調査の後まで先延ばしにする）」といった回

答をするかもしれないが、環境保全措置は安全側に

とること。 

保全措置は「コウモリを殺すまで」後回しにせず、

「コウモリを殺す前」から実施することが重要であ

る。 

21 ■コウモリ類の保全措置を先延ばしにしないこと２ 

そもそも「コウモリに影響があることを知りながら

適切な保全措置をとらない」のは、未必の故意、つ

まり「故意にコウモリを殺すこと」に等しいことを

先に指摘しておく。仮に「適切な保全措置を実施し

ないでコウモリを殺してよい」と主張するならば、

自身の企業倫理及び法的根拠を必ず述べるように。 

22 ■コウモリ類の保全措置を先延ばしにしないこと３ 

上記について事業者は「実際に何個体死ぬか仕組み

がよくわからないから（適切な保全措置をせずに）

事後調査して、本当に死んだらその時点で保全措置

を検討する」などと論点をすり替えるかもしれない

が、それは「事後調査」という名目の「実証実験」

である。身勝手な「実験」でコウモリを殺してはい

けない。保全措置とは「コウモリを殺す前」から安

全側で実施する行為である。 

23 ■バットディテクターによる調査について 

準備書には使用するバットディテクターの探知距

離とマイクの設置方向（上向きか下向きか）を記載

すること。 

なお「仕様に書いていない（ので分からない）」な

どと回答をする事業者がいたが、バットディテクタ

ーの探知距離は影響予測をする上で重要である。わ

からなければ自分でテストして調べること。 

バットディテクターの探知距離とマイクの

設置方向を確認し、環境影響評価準備書に記載

します。 

24 ■バットディテクターによる調査地点について 

バットディテクターによる調査地点が陸上（2か所）

のみであるが、洋上（風力発電機設置位置）におい

ても、日没前から日の出まで自動録音調査するべき

ではないのか。例えば洋上に停泊させた船、ブイな

ご意見を踏まえ、海上における調査の実施可

否を検討致します。 

（表は次のページに続く） 

（表は前のページの続き） 
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どにも自動録音バットディタクターの設置は可能

である。 

25 ■バットディテクターによる調査時間について 

バットディテクターによる調査時間の記載がない。

日没１時間前から、日の出１時間後まで録音するこ

と。 

バットディテクターによる調査はご意見の

とおり日没 1時間前から、日の出 1時間後まで

録音致します。 

26 

 

■コウモリ類の保全措置について 

事業者は目先の利益を優先し、自分たちの子孫につ

なぐべき生物多様性をとりあげてはいけない。『事

後調査でコウモリの死体を確認したら保全措置を

検討する』などという悪質な事業者がいたが、コウ

モリの繁殖力は極めて低いので、一時的な殺戮が地

域個体群へ与える影響は大きい。 

コウモリの活動期間中に『カットイン風速を少しあ

げ、さらに低風速でフェザリングを行えば』、バッ

トストライクの発生を低減できることはこれまで

の研究でわかっている。『ライトアップをしないこ

と』はバットストライクを『低減する効果』は確認

されていない。さらに『事後調査』は『環境保全措

置』ではない。 

『影響があることを予測』しながら『適切な保全措

置』をとらないのは、「発電所アセス省令」に違反

する。 

ご意見の内容を踏まえ、引き続き最新の知見

の収集を行い、環境保全措置を検討致します。 

27 ■コウモリ類の保全措置を先延ばしにするな 

「国内におけるコウモリの保全事例が少ないので

保全措置は実施しない（大量に殺した後に検討す

る）」といった回答をする事業者がいたが、そもそ

も「影響があることを知りながら適切な保全措置を

とらない」のは、未必の故意、つまり「故意にコウ

モリを殺すこと」に等しい。 

ご意見の内容を踏まえ、引き続き最新の知見

の収集を行い、実行可能かつ適切な保全措置を

検討致します。 

28 ■事後調査など信用できない 

コウモリは小さいので、海に落ちた死体はすぐに消

失する。「漂着死骸調査」など信用に値しない。最

新の科学的知見に従い、コウモリの保全措置を安全

側で実施し、「その上で」科学的かつ透明性の高い

事後調査を実施すること。 

ご意見の内容を踏まえ、引き続き最新の知見

の収集を行い、事後調査の手法を検討致しま

す。 

29 ■事後調査でサーモグラフィーカメラによる調査を

行うこと 

欧米では、洋上のコウモリ調査として、ナセル高に

おける自動録音バットディテクター調査に加えて、

サーモグラフィーカメラを使用した調査が行われ

ている。 

ご提案の内容も含め、事後調査の手法につい

て検討致します。 

30 ■意見は要約しないこと 

意見書の内容は、貴社側の判断で要約しないこと。

要約することで貴社の作為が入る恐れがある。 

事業者見解には、意見書を全文公開すること。 

ご意見については、要約せず全文を公開致し

ます。 

  

（表は前のページの続き） 
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［別紙 1］ 

○日刊新聞紙における公告 

 

東奥日報（平成 30年 6月 29日（金）） 
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［別紙 2-1］ 

○地方公共団体の公報、広報誌によるお知らせ 

 

広報なかどまり 平成 30年 6月号（No.159） 
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［別紙 2-2］ 

○地方公共団体の公報、広報誌によるお知らせ 

 

広報ごしょがわら 平成 30年 7月号（No.267） 
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［別紙 2-3］ 

○地方公共団体の公報、広報誌によるお知らせ 

 

広報つがる 平成 30年 6月（No.198） 
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［別紙 2-4］ 

○地方公共団体の公報、広報誌によるお知らせ 

 

広報あじがさわ 平成 30年 7月号（No.566） 
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［別紙 2-5］ 

○地方公共団体の公報、広報誌によるお知らせ 

 

広報ふかうら（お知らせ版） 平成 30年 6月 29日発行（No.318） 
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［別紙 3-1］ 

（日本風力開発株式会社 環境影響評価ウェブサイト） 
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［別紙 3-2］ 

○インターネットによる「お知らせ」 

（青森県のウェブサイト） 
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［別紙 4］ 

○ご意見記入用紙 

 




